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　本研究では，地震・火山噴火による災害の軽減に貢献するために，中国・四国地方において基盤的な比抵抗

構造調査を行い，地殻・マントル上部の空間・構造的不均質性を明らかにすることを目的とする．山陰地域で

は，歪み集中帯外における地震発生と比較的長い期間に噴火記録のない火山と地殻流体との関連を解明するこ

と，内陸地震発生域と内陸地震空白域および深部低周波地震域の構造的不均質性，また，四国地方では，地殻

地震および深部低周波地震の発生様式と構造的地域性等について，沈み込む海洋プレートから供給が想定され

る流体と関連づけることが重要である．ここでは，2016年度に取得されたデータを取り入れた中国・四国地

方における基盤的比抵抗構造研究の概要を報告する． 

　これまでに京都大学防災研究所並びに鳥取大学大学院工学研究科を中心とする研究グループは，山陰地方や

四国地方外帯において電気比抵抗構造と地震活動の間に密接な関連がみられることを示してきた．（１）例え

ば，山陰地方東部では，鳥取地震（1943年，M=7.2）の地震断層である吉岡・鹿野断層をはじめとして，顕

著な地震の震源域およびそれらを含み日本海沿岸部に沿う帯状の地震活動域を横切る測線でMT調査を実施

し，ほぼ東西方向に伸びる地震活動帯に沿って，高比抵抗領域である地震発生層の下，地殻深部に低比抵抗領

域の存在を明らかにした． 

　これと調和的な研究成果が測地学研究から示された．国土地理院GPS電子基準点データ解析により，鳥

取・島根北部が南部に対して相対的に東に５mm／年で変位しており，歪みが集中しつつあることが判明

し，この「ひずみ集中帯」と1943年鳥取地震，1983年鳥取県中部の地震，2000年鳥取県西部地震との関連

が示唆された（西村(2015)）． 

　しかしながら，先述の山陰地方の電気比抵抗研究グループが提唱してきたモデルと調和しない研究成果（例

えば，塩崎他(2015)）も示され，1943年鳥取地震の地震断層である鹿野・吉岡断層西方延長部の低比抵抗領

域が空間的にどのように連続するのかを解明するための調査研究の重要性が示された．内陸地震が地震活動帯

直下の不均質構造に起因する局所的な応力集中により発生する（飯尾，2009）ならば，この不均質構造につ

いて今後はさらなる面的な構造データの充実を図ることが必要である． 

　このような背景のもと，2016年10月21日鳥取県中部の地震（M6.6）が発生した．この地震の発生域の東方

約10kmの地域では，2015年10月以降たびたび地震が発生している上，さらにその東側は1943年鳥取地震の

地震断層である鹿野・吉岡断層の西方延長域にあたる．これを受け，断層直下の下部地殻の不均質構造の実態

の解明をめざし，中部の震源域を中心とするエリアにおいて震央を横切る複数の測線を設定して，自然界に存

在する微弱な電磁場変動を信号とする広帯域MT観測を計16地点で実施した. 既存のMTデータを統合し

て，determinant impedanceをもとにしたボスティックインバージョン1次元解析の結果から，2015年の地震

発生域から2016年の地震発生域にかけて深さ10km前後に低比抵抗領域が連続して帯状に存在することが示さ

れた． 

　（２）一方，四国地方においては，主に外帯での調査結果から上部地殻内に顕著な低比抵抗領域が存在
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し，それと中央部・西部では無地震域との明瞭な関連が示唆されている． 

　本年度は，四国地方中央部周辺の未測定地域において広帯域MT法観測を計8地点で実施した．いずれの地域

も近隣にJR予讃線や土佐電気鉄道が稼働している．その軌道からの漏洩電流の混入により影響を受け，周期

10秒以上の長周期帯にかけて連続したデータを得られた地点が半数程度にとどまった．ただし，南部地域で

は，これまでの観測で指摘された見かけ比抵抗値が周期数10秒から100秒あたりで最小値を示すという特徴

が，共通してみられることが確認された． 

　既存のMTデータを統合して，試みに，四国中西部地域を地質構造と調和的なN75E走向の２次元構造をもつ

と仮定してOgawa and Uchida(1996)のコードを用いて構造解析を行った．その結果得られた予察的な比抵抗

モデルから，上部地殻深度では中央構造線北側で見られる北傾斜の震源分布と調和する北傾斜の比抵抗構造が

描かれる等，興味深い特徴が示された． 
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